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４システム構築の対応
（３）事前研修

○オンライン研修でのデモ画面の一例
スマート
フォン
画面

（入力画面）

パソコン画面
（スケジュール
登録画面）

スマートフォンとパソコンの画面を同時に表示して説明
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５まとめと今後について

•新システム導入後、令和４年度に行ったシステム
運用までの準備について、事前研修、運用条件の
統一、補助ツールの作成を中心に述べた。

•新システムの導入から運用にかけては調整すべき
事項が多々あり、これらの対応には関係各所の協
力が必要不可欠であった。

•引き続きシステムの安定稼働に向け、関係各所と
連携を図りながら情報化施工に取り組んでいく。
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現場管理システム概要

背景

試行概要

東京水道株式会社では、東京都水道局より水道管耐震化工事の監督業務委託を受託しており、工事契約後・工事着手から完
成・清算など一連の工事監督業務を通じ、現場管理、安全管理、書類審査、対外調整など様々な業務を行っている。
また、当社は、各業務への積極的なICT技術等の導入を推進するため、DX推進検討委員会を設置しており、この取組の一環

として、工事監督業務に焦点を当て、現場の安全管理や事故・地震等災害時での迅速な対応や的確な状況把握できるシステム
導入の検討を進めている。本検討において、現場パトロールによる安全管理での、点検時のペーパーレス化や事故時等の対応
の迅速化などに向けたICT技術の活用・検証を行った。
本稿では、工事監督業務において当社が開発したスマートフォンおよびクラウドサーバーを活用した「現場管理システム」

（以下、本システムという）を導入し、検討・試行について報告するものである。

試行内容

本システムについて、現場パトロール時の電子チェックシ
ート機能の有効性及びクラウドサーバーを通じた事務所との
相互融通性についての確認、さらに、現場パトロール時の書
類作成・管理の効率化について、導入効果・検証を行った。
<図.5>

I. 電子チェックシート機能により、従来の点検作業との比
較およびその有効性を確認。

II.クラウドサーバーを通じた点検情報の相互融通機能につ
いて検証。

III.書類作成・管理の簡略化についての効果確認。
IV.事故時等におけるシステム活用の検証。

現場管理システム

当社では、現場の安全管理をパトロール形式で実施しており、
本システムは、複数の現場を効率よく点検することや、帰庁後の
事務作業を簡略化することを目的としたものである。
これまで、現場パトロール時に工事申請図書類を持参して、施

工状況をチェックシートで確認している。 <図.1>
本システムにより、現場パトロールの監督員がスマートフォン

等を用いて、電子化したチェックシートによる確認や状況写真を
撮影・送信し、事務所とリアルタイムにクラウドサーバ上の状況
写真を確認・共有できるものである。<図.2>

今後の方針

検証結果
I. 電子チェックシート機能の有効性については、従来の紙
ベースでの点検作業と同等機能があることやその有効性
を確認できた。

II.クラウドサーバーを通じた相互融通機能については、ク
ラウドサーバー上での閲覧はできるものの、現場との相
互融通や関係者への回付チェック機能についてさらに拡
充が必要。

III.書類作成の簡略化については、自動生成が可能となり、
簡略化に十分に寄与。さらなる活用にあたっては、経過
分析や自動集計などの拡張検討が必要。

IV.事故時等におけるシステム活用については、事務所との
写真情報の共有に留まり、事故経過に沿った整理にあた
っては、さらなる改良が必要。

現場の安全管理において、本システムの一定の有効性は確認できた。一方で、クラウドサーバーを通じた相互融通機能や書
類の自動集計、事故時における更なる改良を図るうえでは、本システムの大幅な改良が必要となる。
これらの課題解決へ向け、DX推進ツールとして着目を浴びるノーコードアプリを活用し、現在、新たな現場管理システム

機能を備えた拡張性を持った「工事管理システム」として、導入検証を行っている。
本稿が工事監督における現場の安全管理ツールとして、工事関係者の一考となれば幸いである。

工事監督業務の効率化へ向けた
「現場管理システム」試行導入

〇奥野 将年、坂本 剛夫

東京水道株式会社

現場写真撮影
点検、指摘

指摘是正
点検簿署名

工事現場

事務所

工事情報登録
点検内容確認

監督員工事事業者

クラウドサーバ

本システムの具体的な構成は、サーバーアプリケーションと
Android端末用アプリケーションで構成されている。
実際の運用方法として、事務所内では図.3に示すサーバーアプ
リケーションを使用し、現場の情報を遠隔で確認する。一方、
現場パトロールの監督員は、図.4に示すAndroid端末用アプリケ
ーションを活用し、クラウドサーバーへ現場からの情報を送信
する。

図.3 現場管理システム（Web） 図.4 現場管理システム（スマホ）

今後の取組・方向性

図.2 本システムの現場パトロール

図.1 従来の現場パトロール

図.5 試行内容
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委員会報告 
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土木学会 

安全問題研究委員会 

土木工事安全小委員会 
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「建設工事安全かるた」の普及に向けて 

～製作の経緯と活用事例～ 

須藤 英明（公益社団法人土木学会 安全問題研究委員会 土木工事安全小委員会） 

建設工事は人々の暮らしや生業を支える社会資本整備の重要な一翼を担っている。しかし建設現場には多

くのリスクが存在することから、施工の第一線を担う工事関係者の災害防止が極めて大切である。そこで

当委員会では、こうした建設工事関係者の安全意識高揚の一助とすべく、古来より我が国に馴染みの深い

「かるた」にヒントを得て、現場の事故や災害の防止を願う標語そして絵柄を製作し、普及活用を目指す

こととした。  

そ当報文は，こうした製作の経緯とこれまでの活用事例、ならびに将来への展望について紹介する。 

１．はじめに 

 土木学会安全問題研究委員会は、土木ならびに

関連分野の「安全」に関するさまざまな意見交換・

討論会開催、情報収集や展開等に取り組んでいる。

「Civil Engineering」という言葉によるまでもな

く、土木工学はまさしく「人々のための技術」で

あり、日々の暮らしや生業を支える社会資本整備

の重要な一翼を担っている。一方、我が国の就業

人口を直近の 5 年平均でみると、全産業約 6,700

万人のうち建設業従事者は約 500 万人でおよそ

7％であるが、労働災害統計によれば死傷者数は

年間約 15,000 人で全産業就業人口の 12％、死亡

者に至っては年間約 300 人で 34％にも及んでい

る（表－1）。すなわち、建設業の就労環境、とり

わけ「工事現場」には多くのリスクが存在するこ

とが表され、現場施工の第一線を担う「労働者の

災害防止」が極めて大切なことを示唆している。 

こうした実態に鑑み、当委員会内の小委員会で今

般、建設工事関係者の安全意識高揚に役立てるべ

く、古来より我が国に馴染みの深い「かるた」に

ヒントを得て、現場の事故や災害の防止を願う安

全標語そして絵柄を製作し、普及を目指すことと

した。当報文は、この経緯と活用事例を紹介する。 

２．製作のねらい 

 かるたは、平安時代の「貝覆い」という遊びに

端を発するといわれている。室町時代にポルトガ

ルから伝わったカードという意味の「CARTA」

遊びが語源だそうである 1）。「貝」から「札」に変

わり、外国文化とも融和した伝統があるといえよ

う。インターネットで「かるた」「安全」を検索す

表－1  就業人口と労働災害統計 
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ると、例えば防災や交通事故防止をはじめさまざ

まな事例が拾える。加えて、産業分野では職場で

役立つ安全衛生標語 2）や工場での安全活動への適

用 3）が紹介されており、土木学会からは土木への

興味を幅広く持ってもらうために「土木用語を集

めたどぼくかるた」４）、「土木偉人かるた」5）が発

行されている。実現場においても朝礼広場への看

板掲示の事例が登場した 6）。 

そこでこれらを参考に、主に以下の観点から「建

設工事安全かるた」の製作に取り組むこととした。 

（1） 現場実務に密接した場面をイメージ（図-1） 

（2） 第一線作業メンバーの安全意識高揚の一助

（3） 朝礼看板等で「読むより見て」学ぶ安全

（4） 安全集会や行事での「かるた遊び」的利用

（5） 将来現場を担う次世代へのインセンティブ

３．目標設定 

 かるたの製作着手にあたり、かるたに 

担ってほしい目標（機能・要求品質）が 

大切と考え、以下を設定した。 

(1) 誰に役立ててもらうのか？

 まずは、現場の第一線を担う施工会社 

の作業メンバーを対象とすることとした。 

a. 興味・親近感の織り込み

b. 自分の担当仕事にも繋がる内容

c. 日々のＫＹ（危険予知）や安全行動への反映

(2) いつ、どこで使われるイメージか？

 「かるた」の名称に囚われず、多方面 

での利用に応じられるよう考慮することとした。 

a. 朝礼看板に掲示し、定期的（毎週等）に更新

b. かるた文言に応じた作業場所等に掲示

c. 安全大会や講習会等での紹介・啓発

(3) どのような画面構成や文字構成とするか？

一発使用でなく継続的な利用に意義があると

考え、次のポイントにも軸足を置いた。 

a. 見てわかるイラストで注目度アップ

b. 5-7-5 調の文言で簡潔にうったえかけ

c. 「あ」～「わ」の 44 文言を独立使用可能

(4) 著作権への配慮は？

かるたの各文言作成者の著作権と、土木学会の

刊行物であることへの配慮も勘案した。 

a. 文言作成者名は非開示（委員会で承認を得た） 

b. 44 枚の全かるた画面個々に委員会名を明記

c. 画面や文言の改変は禁止の旨を周知

（5）「使われ方」の応用も考えるべきでは？ 

現場での掲示からかるた大会まで、さまざまな

使われ方の応用にも考慮しておくこととした。 

a. かるたの伝統的様式（文字等）の継承

b. 拡大コピー等に備えた用紙サイズへの配慮

c. 電子データでの提供勘案

４．完成までの経緯 

 以上のねらいや目標を安全問題研究委員会の各

委員に諮り、製作を進めた。 

(1) かるた文言のカバー範囲

かるたの文言は、一般の建設工事で遭遇し得る

危険場面やヒヤリハット体験を対象と考えた。 

(2) 文言の作成

安全問題研究委員会の各委員に「あ」から「わ」

までの 44 文字を割り振って文言作成を依頼した

（表－2参照）。 

(3) 文言の絞り込み

一文言に複数応募された委員もあり選定に迷う

場面もあったが「一文字一文言」に絞り込んだ。 

図－1  たたき台イメージ 
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(4) イラストの作成

抽出選定されたかるた文言を、建設分野に造詣

の深いイラストレーターに画像化依頼した。 

(5) 文言とイラストの整合性検討

文言と画像の双方の「整合性」も大切と考え、

微修正を重ねた（図－2参照）。 

(6) 最終版のスタイル決定

かるたとしての文字デザイン検討に加え、建設

工事の安全へのインセンティブ付与の観点から、

かるたの読み札に「ワンポイントコメント」を書

き添えることとし、最終スタイルを決定した。 

完成したかるたの最終版を図－3～4 に示す。 

表－2  各委員からの応募作品例 

図－2  イラストの修正例 
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５．現場での活用事例 

 以上の経緯を経て完成した「建設工事安全かる

た」を、本年３月、安全問題研究委員会の各委員

の所属組織を通じて開示し、実際の工事現場への

活用を皮切りに普及を目指すこととした。 

活用事例を写真－1～8 に示す。 

 図－3  絵札（取り札）の例 図－4  ワンポイントコメントを付した読み札の例 

写真－2  朝礼ボードデジタルサイネージで掲示(2） 写真－1  朝礼ボードデジタルサイネージで掲示(1） 
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６. 活用しての感想

 現場での活用が始まり、以下に要約したような

感想が寄せられている。 

(1)元請職員からの感想

a. 新鮮感があり良かった。共用スペースへの掲

示も良いと感じた。

b. 種類が豊富で作業内容に合わせて掲示できる。 

c. わかりやすい絵やポイントを押さえた表現で

理解も容易なため、伝わりやすいと感じた。

d. KY に利用しているが、他の利用方法の意見も

出ており、行ってみたい。

(2)協力会社メンバーからの感想

a. とてもわかりやすくまとめられているので、

ついつい足を止めて読んでいる。

b. 作業にあったかるたを近くに掲示することで

注意喚起になる。

c. 安全に対する心掛けや意識がかるた形式にな

っていることで、覚えやすく理解しやすい。

写真－3  朝礼での活用 写真－7  かるたを利用した安全勉強会 

写真－5  安全通路に掲示 

写真－4  喫煙所入口に掲示 

写真－6  ミーティングに利用 

写真－8  かるたを最も多くとった方へ賞品授与 
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d.  作業開始前にかるたを見て、今日の作業に当

てはまるものを選んで 全員で声出し確認を行

っている。 

e.  かるたになっている のでメンバーに伝わり

やすい。種類が豊富。 

f.  さまざまな場所に掲 示されているので、心に

留めて安全作業ができるよう役立てていく。 

 

7．英訳版かるたの製作 

 今回のかるたの製作過程において、委員会メン

バーの中から、英訳版の製作についての提案が生

まれ、以下の考え方で新たに取り組んだ。 

(1) 提案の背景 

以下の背景に応えることに大きな意義があると

考えた。 

a. 現場には外国人の方々も少なからず在職 

b. そうした方々への安全意識啓発の一助 

c. 当かるたの絵柄に対する理解促進に効果的 

d. 海外の現場等にも当かるたの活用推進 

e. 建設工事安全への学会としての貢献活動 

(2) 製作手順と留意点 

昨今、テレビ等にキャッチコピー風の英語文言

が登場し注目されている。こうした趨勢や上記の

背景に鑑み、簡潔な表現で外国人労働者の方々に

も関心をもってもらう（安全意識を高めてもらう）

内容での製作を目指した。 

a. 本来の日本語かるたに造詣が深く、英語にも

native な翻訳者に翻訳依頼 

b. 日本語かるたで取り入れた 5-7-5 調の表現を

極力尊重しつつ英文翻訳 

c. かるたのメッセージ性を活かしながら、いく

つかの文言には英語詩でよく用いられる「韻

を踏む」工夫を取り入れ 

d. 現場で広く使われている用語の、例えば「危

険予知」という言葉は、英訳すれば「risk 

prediction 」となるが、あえてそのまま「KIKEN 

YOCHI 」という記載で日本語表現 

e. 「かるた」という言葉も「KARUTA」として

そのまま表現継続 

f. もともとの日本語版かるたに添えていた「ワ

ンポイントコメント」については、安全意識

高揚の大切な補足説明であることから、でき

るだけ忠実に英文に翻訳 

g. 版権（著作権）についての記述も重要と考え、

既往の土木学会の凡例に準拠 

(3) 成果品 

以上の手順と留意点を踏まえ、日本語かるたと

同様の 44 文字に対応する英訳版かるたを完成さ

せた。代表例を図－5～7 に示す。 

 

８. 将来展望 

（1）今回製作した建設工事安全かるたは、当委員

会メンバーの所属組織等を通じ活用を開始してい

る 7）。加えて、大学や高専等の教育機関や公的な

研修機関等での利用に向けてもPRを図っている。

（2）英訳版かるたの活用は、まだ緒に就いたばか

りであるが、国内外での普及を大いに期待する。 

（3）土木学会のホームぺージでのかるた紹介の準

備も進めており、幅広い活用を願うところである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
図－5  英訳版かるたの例（1） 
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９．むすび 

 以上、建設工事安全かるたの製作の経緯や活用 

事例そして将来への展望を紹介した。建設工事関

係者の今後の安全意識の高揚に少なからず寄与し

ていくものと念ずる。 

かるたという「身近なツール」に親しみ、安全・

安心・安定な現場、よい品質の構造物づくりへの

手掛かりに繋がることを心から願う次第である。 

考考文献 

1）「かるた歴史を解説！」：スポスルマガジンより

引用 

2）かるたでおぼえる安全衛生標語 45選：中央労

働災害防止協会 

3）みんなで作った「安全カルタ」作業中の注意点

を伝達：キリンビール取手工場、安全スタッフ

誌特集号 2017.05.04 労働新聞社 

4）どぼくかるた：土木学会コンサルタント委員会 

市民交流研究小委員会 

5）土木偉人かるた：土木学会土木広報センター土

木リテラシー促進グループ 

6）安全標語「いろは」かるた大型看板：厚労省安

全プロジェクト「見える安全活動コンクール」

令和 3年度優良事例より抜粋 

7）「建設工事安全かるた」の普及に向けて：土木

学会安全問題研究委員会より投稿 日本学術会

議 安全工学シンポジウム 2023.06 

図－6  英訳版かるたの例（2）「KIKEN YOCHI」 

図－7  英訳版かるたの例（3）ワンポイントコメント英訳 
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委員名簿 

役職 氏名 所属 

委員長 須藤 英明 鹿島クレス(株) 

幹事長 吉川 直孝 (独)労働者健康安全機構 労働安全衛生総合研究所 

委員 赤尾 欽正 (株)大林組 

委員 大幢 勝利 (独)労働者健康安全機構 労働安全衛生総合研究所 

委員 岡村 尚彦 大成建設(株) 

委員 酒井 暢彦  鹿島建設(株) 

委員 豊澤 康男 (一社)仮設工業会 

委員 長澤 小太郎 (独)国際協力機構 

委員 東屋 克典 清水建設(株) 

委員 広兼 道幸 関西大学 

委員 前田 直志 (株)長大 

委員 山中 憲行 前橋工科大学 

オブザーバー 岩原 廣彦  香川大学 
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土木学会 

安全問題研究委員会 

地域安全小委員会 
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令和５年１１月１０日（金）

目 次

１ 地域安全小委員会について ・・・・スライド３
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～有識者や実務者との意見交換、ヒアリング調査～

３ これまでの活動経過(その２) ・・・・スライド１３～１６
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５ 今後の活動について ・・・・スライド１８

６ 地域安全小委員会委員名簿 ・・・・スライド１９
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１ 地域安全小委員会について

・少子高齢化社会のさらなる進展、東京圏や都市部への人口集中、
地方自治体の財政難、老朽化インフラの増加等の問題を抱える中、
災害発生後もいかにして市民の安全で安心な生活を維持、
継続していくかが課題

・土木学会として、市民のための社会・経済活動を支える基盤づくりを
進めていくうえで、このような課題への対応策を提示することが大きな
役割の１つ

今後発生が危惧される大規模災害への対応しうるこれからの
社会における地域のレジリエンスの在り方について、土木技
術者と社会や市民との対話という視点を考慮しながら、調査
研究を進める

・市民の良質な生活空間を継続して確保するための在り方・方向性
・地方、都市部それぞれの継続的なリスクコミュニケーションの在り方
・地域の災害リスクに対する市民の許容性とそれに係る公的、社会的支援
等

(１)多様な視点での地域レジリエンスに係る考え方の把握を目的に様々な
分野の有識者や実務者との意見交換を実施

(２)地域コミュニティ継続に係る取組事例の把握を目的に基礎自治体等への
ヒアリング調査を実施

２ これまでの活動経過(その１)

(１) 意見交換実施概要 ※各専門分野での取組について委員会内でご講演頂いた後、意見交換を実施

① 倉敷市真備町での西日本豪雨被害時の実体験ならびにその後の活動
（サツキPROJECT代表 津田 由起子氏）

②「水害地域学習研究会」の取組 ～水害に関する「地域の学び」を支援する技術～
（長岡技術科学大学工学部環境社会基盤系 准教授 松田 曜子氏）

③ ㈱HITOTOWA取組事例及び書籍「ネイバーフットデザイン」の概要紹介
（㈱HITOTOWA シニアディレクター 髙村 和明氏）

④ 農山村の実態と再生課題
（明治大学農学部専任教授 小田切 徳美氏）

⑤ 復興とコミュニティ
（東北大学災害科学国際研究所教授 姥浦 道生氏）

⑥ 東日本大震災におけるURの復興まちづくり支援 ～ハードとソフトの両面から～
（独立行政法人 都市再生機構 震災復興支援室長 山本 直氏）

(２) ヒアリング調査実施概要
・鳥取県 智頭町役場：「1/0村おこし運動」「百人委員会」等の取組紹介
・宮城県 女川町 ※令和５年11月２７日予定
・宮城県 石巻市 (株)街づくりまんぼう ※令和５年11月２７日予定
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倉敷市真備町での西日本豪雨被害時の実体験ならびにその後の活動
（サツキPROJECT代表 津田 由起子氏）

有識者・実務者による講演・意見交換結果概要①

【地域レジリエンス・地域コミュニティ維持に係る主なポイント】

・日ごろからの地域交流の必要性を気づき様々な活動（認知症理解啓発，サロン活動，こども
達の居場所，住まいの勉強）を始めたことがさつきPROJECT（避難機能付き共同住宅）の
きっかけ

・災害時に臨機応変に対応できるようにするためには、隣人を知るなど普段からの地域住民との
つながりを作っておくことが必要であり、地域の人との連携が重要

・避難をためらう人への働きかけは、提供する情報の読み解く力を期待するのではなく、高齢者
や若年者など対象者に併せたオーダーメイドでの情報提供が重要

・被災経験の有無が組織や人の行動に大きく影響すると
考えられる

・防災に係るWS等の実施に当たっては、紙をうめること
を目的にせずに意見交換する場を共有し、お互いの
連絡先を交換できるようなことに主眼をおくことが重要

・サツキアパートは、災害復興公営住宅にはない安心を
感じられるつながり、暮らしぶりが目立つ

・災害時はすべてが特別であるため、その対応が結果的
に公平性につながるという認識に基づく行政支援が必要

・行政が住民の話を聞き、共感しようとする姿勢が重要

※内閣府防災情報HPより

「水害地域学習研究会」の取組～水害に関する「地域の学び」を支援する技術～
（長岡技術科学大学工学部環境社会基盤系 准教授 松田 曜子氏）

有識者・実務者による講演・意見交換結果概要②

【地域レジリエンス・地域コミュニティ維持に係る主なポイント】

・ハイリスク・アプローチよりもポピュレーション・アプローチによって社会的要因を探求し、集団を
対象とした働きかけが重要(防災施策と保健施策を比較した考察)
→防災分野においても防災に限らず多様な社会課題の担い手との連携が重要であり、多様な

社会資源を使って地域のレジリエンスを高めていくことが必要
→直接的に自分の利益につながらないことであっても、皆が行動学習を続けることで地域の防

災や安全につながる視点を社会全体で共有することが必要
・水害対策に資するセンサーを地域の中に置くことは、自分たちの情報としてのオーナーシップ度

が上がるため、住民の情報取得ハードルが下がり、学習を促進させる
効果もある：「我がこと化」
→通学路に設置した水位計を子どもたちに知ってもらう効果や動画（ドラレコ）により、自宅近く

の通りに雨が降ったことを知ってもらえる効果
・ドライブレコーダーの浸水データ、VR技術などを活用たヒヤリハット経験を共有することも考えら
れる

・かつての水害の経験を聞いて、若い人に伝えるという取組も必要
・表面的なメタファーと深層的なメタファーの視点での災害情報発信の在り方

→科学における比喩の役割、例えば「川の健康診断」という比喩表現の活用
・地域レジリエンスには、地域とつながりの質の構造化の視野が必要
・地域や社会の中にあるソフトな取組に対して、技術者側がどのような形の技術を提供して支援
できるかを考えることが必要 83



㈱HITOTOWA取組事例及び書籍「ネイバーフットデザイン」の概要紹介
（㈱HITOTOWA シニアディレクター 髙村 和明氏）

有識者・実務者による講演・意見交換結果概要③

【地域レジリエンス・地域コミュニティ維持に係る主なポイント】
・ネイバーフッドデザインの価値

→単にイベントで皆が盛り上がるというだけでなく、コミュ二ケーションが広がることで防災や防犯
などの困りごとの解決につながること

・自分が得意なことを人に話せる場所があること→暮らしが生き生きしてくる
・「場所」に行けなくとも地域のつながりをゼロにしない備え(学びあえる機会が暮らしの中にあるこ

と)であり、オンラインのなどのIT化の活用も重要
・コミュニティはサービスではない→課題に対して皆で解決していくことが求められるが、義務的な

役割を分担するのではなく、まちに関わる権利があることを意識し、自分のやりたいことがまちの
ためになることが一貫していることが重要

・都市におけるコミュニティの価値は「助け合い」
・マンションの共用部の一部をマンション周辺も含めたの住民の集いの場所に(セキュリティーライ

ンはしっかり設定)※神奈川県のフロール元住吉の事例
・「防災」だけでは、強制的になってしまいハードルが高いため、気軽にできる取り組が重要(ソー

シャルフットボールcoro：サッカーと防災との連携の取組)
・主人公は住民であり、支援者はその後退くことをしっかりと伝えることや、取組のゴールや未来像

を住民としっかり共有することが重要
・コミュニティへの参加は８割加入でも十分（その中で実際に積極的に参加する人は２割程度）。
・既存組織にこだわり過ぎず、個々のつながりを育て発展させていくことが重要
・地域住民の風通しの良さ、顔が見える関係性の構築→このようなことが自然にできるような体

制づくり、地域内の情報交換の促進、共有のしやすさづくりが地域レジリエンスにつながる

農山村の実態と再生課題
（明治大学農学部専任教授 小田切 徳美氏）

有識者・実務者による講演・意見交換結果概要④

【地域レジリエンス・地域コミュニティ維持に係る主なポイント】

・集落機能は、臨界点(何事かが起きた際)に一気に限界集落化が進む
→強いインパクトに当たってしまった時も壊れないようにすることが必要

・より少ない人口で集落を維持するには、次の世代にも支持される暮らしが生み出しえるかを
追求することが必要→その原則となる内発性(地域の想いと力)、多様性(地域なりに)、革新性
(今までと違う方法)で地域を作り直す

・地域づくりの３要素
→暮らしのものさしづくり：主体づくり（人材）
→暮らしの仕組みづくり：場づくり（コミュニティ）
→カネとその循環づくり：条件づくり（しごと）

・災害後にV字回復はしないことを認識し、むしろ水平を持続することが妥当（多額の交付金投入
は非効率）

・地域運営組織（RMO）は、連合町内会のようなものではなく、まちづくり協議会のような、多世代
がフラットに課題解決できる組織を念頭にしている
→当該組織の実態：多機能性、補完性（町内会を保管）、革新性（攻めの自治）

・住民のやらされ感はあきらめにつながるため、小さな成功体験を積み重ねていくような取組が
重要

・関係人口の多さと多様性（無関係人口と移住の間の多様性）に注目することが必要
・地方内部で格差（むら・むら格差）があることはよくない
・地域継続には多様なプレイヤーや人材が交錯(地域住民+RMO、移住者、関係人口、民間企

業)できる場づくりが必要であり、人口減だが地域は元気という状況が重要
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復興とコミュニティ
（東北大学災害科学国際研究所教授 姥浦 道生氏）

【地域レジリエンス・地域コミュニティ維持に係る主なポイント】

・石巻市の事例：震災前に設立されていた地域のまちづくり会社（㈱街づくりまんぼう）が復興
に当たって大きな役割を果たした→行政、地元が入りやすくなり、意見聴取やとりまとめがやりや
すく、外からの協力も受けやすかった
※今後は地域のエリマネ団体にしていくことが理想

・名取市の事例：復興の過程で市民の意見を聞くための手段として、100人会議、地区懇談
会等が設定された
→意見の対立もあり、中立な立場の第三者の存在が重要だった

・宮古市の事例：WSの経験が無い方との合意形成や制度の枠組みを超えた範囲における住民
の理解をどのように得ていくかが課題であった

・塩釜市の事例：防潮堤高さに係る住民合意の実現が課題であり、平時から地域自治や地域の
マネジメントの発展を進めていく重要性を認識

・平時から地域の課題や在り方を考える場や組織が必要。平時から意見交換を行っていれば、
例えば防潮堤の高さを決める際もすぐに集まることができる。

・復興の合意形成に当たっては、行政と住民の間に第三者（単純な第三者ではなく、住民と関わ
りながら意思をもって動く方）・ファシリテーターなどが入り、お互いが共通のゴールを目指すよ
うにしていくことが重要（最終手段としては取捨選択もやむを得ない）
→そのためには、制度的な実現可能性を理解してもらい、行政・住民の信頼を得ることが必要

・合意形成に係る意見交換は回数を多くすれば良いというものではなく、議論の枠組みの設定が
重要

有識者・実務者による講演・意見交換結果概要⑤

東日本大震災におけるURの復興まちづくり支援～ハードとソフトの両面から～
（独立行政法人 都市再生機構 震災復興支援室長 山本 直氏）

【地域レジリエンス・地域コミュニティ維持に係る主なポイント】

・災害公営住宅への移転前からコミュニティづくりを支援、将来の自治組織化を期待
女川町：公営住宅入居予定者を対象とした事前の交流イベントの実施

(異なる地域の住民同士が馴染みやすくなようなコミュニティづくりを支援)
塩釜市：設置する集会所の活用方法に係るWS開催、サークル活動立ち上げ支援
盛岡市：県営アパート入居後も市の復興支援センター職員がアパート内に常駐・支援

(業務委託職員常駐による相談窓口、サークル活動支援)
・事前から被災後のまちづくりについて地域住民と議論しておくことが重要
・復興事業の着実な前進が実感でき、かつわかりやすい情報発信、幅広い周知が重要

→他地域への流出、コミュニティの離散防止
・地籍調査や地下埋設物等のデータの定期的な更新と保管場所を分散
・外部機関の専門家と平時から連絡できる体制の構築
・福島県の原子力災害復興に当たっては、帰還住民だけでなく、移住・関係人口増も考慮しな

がら地域再生の担い手(将来のまちづくりのプレイヤーやエリアマネージャー)の発掘、育成連携
の取組を支援

・コミュニティ醸成に係るイベントは、目的を明確に共有して実施することが重要
・地域に深く関わっていく人材の発掘が重要である。場合によっては首長の強力なリーダーシップ

や公民連携による人材の発掘も考えられる。
・広域的かつ大規模災害時における復興に係る専門的人材派遣体制の構築が必要
・復興は、地域コミュニティ維持と地域経済循環を両輪で考えることが必要

有識者・実務者による講演・意見交換結果概要⑥
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鳥取県智頭町企画課ヒアリング調査概要①

【智頭町概要】
・人口6316人（令和５年９月現在）、高齢化率14.5%、

面積224.7 （山林：93%、農地：3%、その他：4%）

・林業が主要産業
・日本で最も美しい村連合会に所属
・地区は小学校区6地区、88集落

【これまでの変遷】

基礎自治体等へのヒアリング調査結果概要①

林業の最盛期昭和30年代

徐々に人口が減る中、わかとり国体開催時にまちづくりの機運が高まる。昭和60年

日本1/0村おこし運動をスタート。住民が主役のまちづくり。平成9年

智頭には観光施設がないため、観光の目玉としようと石谷家住宅を一般公開平成13年

百人委員会がスタートし、森のようちえんスタート平成21年
第1期総合戦略策定、おせっかいのまち宣言（暖かいおせっかいがこれからも
必要という考えから設定）

平成27年

第7次総合計画策定平成29年
重要文化的景観（林業景観）に指定、住民のシビックプライドの再認識
※林業景観だけの文化的景観としては初

平成30年

SDGs未来都市選定令和元年

おせっかい奨学パッケージスタート令和2年

鳥取県智頭町企画課ヒアリング調査概要②

【1/0村おこし運動について】
・集落単位で原則全戸へ会費負担を依頼し、地区振興協議会
を設立しその地域ごとに支援(地縁型支援)

・自分たちの村は、自分たちで守るという意識を醸成させることが
大きな狙い

・当該運動の活動の柱は、交流・情報（ホームページ制作等）、
住民自治（清掃活動等）、地域経営（アウトプットの重要性、収益確保）の3つ

【「百人委員会」について】
・居住地によらず、同じ目的を持った人達が集まって実施する取組を支援(テーマ型支援)
・住民のアイデアを実現していくことが重要ということで生まれた施策
・住民が身近で関心の高い課題を話し合い、その解決のため政策を行政に提案し実行していく

組織で、商工観光部会、生活環境部会、健康部会、林業部会、特産農業部会、教育文化部
会、獣害対策部会の7つの部会で構成(事務局として行政職員出席)

・提案内容を審議し議決を経て予算化し、その後に交付申請してもらい事業化
→住民達でやらないといけないことを前提に意見交換した企画を提案してもらうため、基本的に

庁内の幹部職員会議では却下されていない
→長期間継続している理由の１つは、住民と行政の関係性が近いことが考えられる

【その他】
・人口減少に係る危機感を持った方が住民の中におり、その方が行政を巻き込み進めてきたこと

が、住民が自主的に動くようになったきっかけだと考えられる
・行政職員が集落に入り、様々な人と知り合い関係性を構築することが役立つ
・行政ではなく、地域のキーマンが声がけすると住民が集まってくる

基礎自治体等へのヒアリング調査結果概要②
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令和４年度土木学会全国大会研究討論会
～気候変動への適応に向けたこれからの地域社会の構築～

・気候変動の適応策（風水害に対策）のうち、主にソフト分野の取組（例え
ば地区防災計画、地域への災害情報発信、災害時コミュニティ対応等）を
紹介するとともに、今後の気候変動を見据えた安全・安心・安定に資する
地域社会（地域防災）に向けた課題や今後の展望について意見交換を目的
にパネルディスカッションを実施

３ これまでの活動経過(その２ー１)

①地域社会で改めて考える～気象災害の激甚化・頻発化への対応～
（東京大学 加藤 孝明氏）

②情報の観点から見た防災
（関西大学 近藤 誠司氏）

③災害復興とまちづくり、どう備えるか
（㈱都市環境研究所 高鍋 剛氏）

④社会課題解決に向けた取り組み ～ レジリエンス分野について ～
（㈱三菱総合研究所 政策・経済センター 山口 健太郎氏）

⑤真備町での取組
（香川大学 磯打 千雅子氏）

・普段の何気ないご近所のゆるやかなつながり→公・民と住民をつなぐハブ
・平時のまちづくりに係るコミュニティや仕組みの構築、住民意識の醸成＋公・民・学支援

様々な社会的課題に対応しうる地域社会構築⇒気候変動への適応

令和４年度土木学会全国大会研究討論会まとめ

【共通しそうなこと、関係性がありそうなこと】
・地域のごく普通の生活様式の一部が、実は気候変動への対応に寄与
・地域のみでは対応不可→持続可能な地域社会に向けた専門家や行政等の支援
・ある程度自然を受け入れる考え方、対応

磯打先生（リスクと共存する暮らし方)

・地域への愛、家族への想い
・避難機能付き共同住宅
・平時の利活用、助け合いの関係性

山口様(社会課題解決に向けて)

・個人起点のレジリエンス
・個人の日常的な／無意識下の関
心・行動とレジリエントな行動・意向
・

近藤先生（情報学からのアプローチ）

・地域の感測隊
・保存食＝非常食
・共同体を創る

高鍋様（災害復興とまちづくり）

・プラン、アクション、仕組み
・地域運営組織の構築
・俯瞰×寄添、自立×持続

加藤先生（地区防災計画の重要性）

・自然との付き合い方
・公の役割：社会的孤立への対応
・流域単位と地域社会
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令和５年度土木学会全国大会研究討論会
～地域レジリエンスに資するまちづくり～

・社会構築に当たっての一つの視点として、災害発生後における市民の安全
で安心な生活の維持、継続に資する地域コミュニティに係る様々なまちづ
くりの取組や企業における取組事例等を紹介し、その紹介内容を踏まえ、
今後の地域レジリエンスの在り方について意見交換を目的にパネルディス
カッションを実施

３ これまでの活動経過(その２ー２)

①平成 30 年 7 月豪雨災害をふまえた水害ＢＣＰタイムラインと地域との連携
（香川大学 磯打 千雅子氏）

②災害拠点病院を対象とした水害タイムラインの策定と実降雨での検証
（京都大学 佐山敬洋氏、清水建設㈱ 鳥山 亜紀氏）

③自治体における地域防災力の継続的な維持のための取組事例
（応用地質㈱ 大平 真弓氏）

④地域における防災まちづくり方針策定の取組事例の紹介
（さいたま市都市局 矢内 匠氏）

⑤全体で助け合う「レジリエントな社会」の実現に向けて
（㈱三菱総合研究所 政策・経済センター 山口 健太郎氏）

・地域の住民、企業、医療機関等の様々な主体同士の連携
・さまざまなデータを活用したまちづくり ⇒ 自分事として捉えるきっかけに
防災だけでなく、多様な視点でのまちづくり⇒地域レジリエンスの向上

令和５年度土木学会全国大会研究討論会まとめ

【共通しそうなこと、関係性がありそうなこと】
・住民による共助、自助だけでなく、民間企業等の多様な主体との連携や支援
・地域を担う活動家、中核的人材、個の力、自分ごと ・エビデンスの適切な活用
・防災、減災に係る計画策定過程における多様な主体の参画

磯打先生（水害ＢＣＰタイムラインと地域との連携)
・住民と企業における地域内危険源を事前把握
・企業対応行動を検討可能な啓発ツール
・地域と企業との信頼関係構築

佐山先生・鳥山様(水害タイムラインの策定と実降雨での検証)
・災害に強いまちづくりには医療継続が重要
・土木や建築などの専門家と医療者が協力して
取り組むことが必要

大平様（自治体における地域防災力の継続的な維持）
・自治体による住民への防災意識啓発の限界
・コンサルタント、防災アドバイザーによる支援
・防災活動を中心的に行う中核的人材の育成

矢内様（地域における防災まちづくり方針策定）
・エビデンスに基づいた防災まちづくり
・地域と行政との協働によるまちづくり方針策定
・問題意識を持った人が中心となった活動

山口様（全体で助け合う「レジリエントな社会」の実現）
・個人の日常的・自発的な行動を公助負担の軽減に繋げていく視点
・生活者の多数派「ライト層」がカギ ・防災アウトサイダーを巻き込んだ「準公共サービス」の開発を
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４ 意見交換・ヒアリング結果等を踏まえた現時点でのまとめ

地域レジリエンスとは・・・・
普段の何気ない生活様式、コミュニティ、生活環境、ローカルルー
ル、多様性、地域特異性の維持継続、地域の主導的な人材発掘等
⇒これらを高めていくことが必要

・ポピュレーション・アプローチによって社会的要因を探求し、集団を対象とした
働きかけ

・隣人を知るなど繋がりがあれば臨機応変に動ける→地域の人との連携が重要
・地域住民の風通しの良さ、顔が見える関係性の構築が地域レジリエンスにつな

がる
・地域のコミュニティが形成されている地域は、災害時に強い
・防災に限らず多様な社会課題の担い手との連携が重要
・標準化は否定しないが、どこでも通用するレシピは存在しない

→標準化と土着とのバランス
・個人、ライフスタイルの多様性を扱える手法が必要
・次の世代にも支持される暮らし→内発性、多様性、革新性
・平時から地域の課題や在り方を考える場や組織
・地域に深く関わっていく人材の発掘
・地域の危機感に係る住民と行政との共有、住民と行政との良好な関係性構築

５ 今後の活動について

①地域レジリエンスに係るアンケート実施（案）
【目的】

年齢や職業等の属性に関わらず地域住民全体が主体的かつ行政との協働により、地域
課題に対応していく姿の構築が、防災・減災に資する地域レジリエンスの実現につながると
考えられ、地域住民が主体的に地域課題に対応していくためには、地域コミュニティの維持
が重要である。以上の考え方を踏まえ、本調査では、防災・減災等に係る取組と地域コミュ
ニティ維持の関連性、地域コミュニティの維持に係る様々な主体からの支援や自治体と地
域との関り等を把握する。
【把握事項】

・基礎情報：年齢、居住地域（市町村単位）、職業
・災害経験の有無や防災意識（ハザードマップ等の認知度、防災訓練参加の有無等）
・コミュニティ結びつきの度合（自治会等の地域団体加入や地域活動参加の有無等）
・自治会等の地域活動に対する行政支援の認知度

・・・・等

②有識者や実務者との意見交換、ヒアリング調査再整理
③地域レジリエンスに係る文献調査 ・・・等

最終報告書とりまとめ

～今後の進め方～
「地域レジリエンスをどのように高め、高めた地域レジリエンスを地域防災
にどう有機的に結び付けていくのか」といった課題に取り組む
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